
業種 屋号

収入月 金額 収入月 金額 備考

消費月 金額 消費月 金額 備考

金額 備考

円

円

円

円

円

合計 備考

⑤ 円

⑦ 円

⑧ 円

⑨ 円

合計

収
　
入

①
売
上
金
額

合計

円

１月 円

２月 円 ８月 円

７月 円

※収入金額を月別に書くこ
とが難しい業種の場合は、
合計欄、金額欄等の余白に
売上先名と売上金額をお
書きください

※消費税課税者について
は、左記①のうち軽減税率
の対象となる金額を合計
欄内にお書きください

４月 円 10月 円

３月 円 ９月 円

②
家
事
消
費

合計

円

１月 円

６月 円 12月 円

５月 円 11月 円

２月 円 ８月 円

７月 円

４月 円 10月 円

３月 円 ９月 円

６月 円 12月 円

５月 円 11月 円

③
そ
の
他
の
収
入

合計 名称

円

国、県、市からの補助金など

その他

売
上
原
価

金額

期首棚卸高（令和４年末の棚卸額） ※仕入れ金額を月別に書く
ことが難しい業種の場合
は、合計欄、金額欄等の余
白に仕入先名と仕入れ金
額をお書きください

※消費税課税者について
は、左記⑥のうち軽減税率
の対象となる金額を合計
欄内にお書きください

⑥
仕
入
れ

円

２月 円 ８月 円

１月 円 ７月 円

４月 円 10月 円

３月 円 ９月 円

⑩ 差引金額（①＋②＋③－⑨）

令和　５　年分　　　営業所得整理表　　　奥州市

小計（⑤＋⑥）

期末棚卸高（令和５年末の棚卸額）

差引原価（⑦－⑧）

６月 円 12月 円

５月 円 11月 円

(※1)⑬減価償却費、 ㋩水道光熱費 は、裏面を利用して算出してください

合計 内訳（円）

経
　
費

科目

⑮ 地代家賃

㋭ 通信費

㋣ 接待交際費

支払い相手の氏名、金額

⑫ 外注工賃 円

支払先、金額

⑪ 給与賃金
（専従者を除く）

円

円

円

⑭ 貸倒金 円

⑬ 減価償却費(※１)

家賃
地代

⑯ 利子割引料 円

梱包材料費

荷造人夫費

販売運賃

㋩
水道光熱費
（※１）

円

㋺ 荷造運賃 円

円

円

そ
の
他
経
費

㋑ 租税公課 円
固定資産税（事業分）　　　　　　　　商工会費
自動車税　　　　　　　　　　　　　　組合費

交通費
宿泊費

円
電話代
切手代

㋥ 旅費交通費

広告料

景品粗品代

サービス券

円
接待費
贈答品代

㋬ 広告宣伝費

㋠ 損害保険料 円

店舗共済

商品保険料

営業車保険

㋸ 福利厚生費 円
慰安・保健
社会保険料（従業員分）

㋷ 修繕費 円

㋦ 消耗品費 円

円

㋕ 円

㋻ リース料

円

㋟ 円

㋵

⑰ 小計 円 ㋑～㋹まで（その他経費）の小計

㋹ 雑費

⑱ 経費計 円 ⑪～⑯までの計＋⑰

㋾ 研修費 円

円



（Ａ） ＝(Ａ) （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｆ）－（Ｅ）

減価償却資産の名称等
取得
年月

取得
価額

償却の基礎
になる金額

耐用
年数

償却率
(＝1/耐
用年数)

償却
期間

事業
割合

（％）

償却費（必要経費参入額）
＝（Ａ）×（Ｂ）×（Ｃ）×（Ｄ）

期首
未償却残高

未償却残高
※(Ｅ)は事業割合

を乗ずる前

【記載例】(既取得分)
　パソコン

R3.4 480,000 480,000 4 0.250 12/12 100%
480,000円×0.250×12/12×100％
＝120,000円

270,000 150,000

【記載例】(新規取得分)
　ショーケース

R5.4 500,000 500,000 8 0.125 9/12 100%
500,000円×0.125×9/12×100％
＝46,875円

500,000 453,125

【記載例】(新規取得分)
　軽トラック(事業割合50％)

R5.11 1,500,000 1,500,000 4 0.250 2/12 50%
1,500,000円×0.250×2/12×50％
＝31,250円

1,500,000 1,437,500

【記載例】(一括償却分)
　看板

R5.6 180,000 180,000 - 1/3 - 100%
180,000円×1/3×100％
＝60,000円

180,000 120,000

【参考】平成20年12月31日までに取得した資産の償却費の計算方法

⑬減価償却費の計算
注意事項
１）　減価償却資産は、取得価額が10万円以上で事業用に使用されているものに限ります
２）　取得年月に関わらず、平成21年１月以後の償却費は、新耐用年数により計算します
３）　減価償却の最終年に１円（備忘価格）まで償却します

⑬減価償却費合計

「基礎金額(A)×償却率(B)×償却期間(C)×事業割合(D)」

※償却開始年、廃棄・売却年以外の償却期間は12/12とします

償却費（必要経費参入額）の計算式

円

㋩水道光熱費費の計算

月
支払金額
（Ａ）

事業
割合

（Ｂ）

必要経費
Ａ×Ｂ

支払金額
（Ａ）

事業
割合

（Ｂ）

必要経費
Ａ×Ｂ

支払金額
（Ａ）

事業
割合

（Ｂ）

必要経費
Ａ×Ｂ

支払金額
（Ａ）

事業
割合

（Ｂ）

必要経費
Ａ×Ｂ

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

合計
円

㋩水道光熱費合計

水道料 電気料 ガソリン代
※事業割合とは、事業に要した
割合をいいます。事業以外にも
使用している資産、経費は、必
ず事業割合を算出し、経費計上
してください。

その他（　　　　　）

基礎金額(A) 耐用年数 償却率(B) 償却期間(C) 事業割合(D) 特別な取り扱い 備忘価額

※期首未償却残高によっては、耐用年数を経過する前に１円（または取得費の95％）まで償却する場合があります。

取得時期

①平成19年3月31日

   以前取得分1
取得価格×90％

       新耐用年数を使用する

※期首未償却残高を算出する際は、

平成20年12月までは旧耐用年数

を使用することに注意

１/耐用年数(小数点以
下第４位を切り捨て) 事業に要した割合

（生活用３割なら事
業割合70％）

取得価格の95％まで償却し、その翌年以降
５年間で取得価格の１％ずつ償却する。 １円まで

償却する②平成19年4月1日

   以後取得分
取得価格と同額

１/耐用年数(小数点以
下第４位を切り上げ) なし

・償却開始年は開始
月からの期間
・廃棄(売却)年は廃
棄(売却)の前の月ま
での期間


